
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新年、○○したいを見つけよう！ 

～気軽に読めて役に立つマネー情報をお届けします！～ 

 

ルーディメンツ通信 2023年 

1月号 

「お金を貯めたいなら、我慢しなければいけない」、そう思っていませんか? 

もちろん、無駄遣いばかりしていたらお金は貯まりません。お金を貯める方法は 3つです。 

「入ってくるお金を増やす」「出ていくお金を減らす」「持っているお金を運用する」 

ここで「出ていくお金を減らす」について考えてみましょう。いくらお金が入ってきても、ザルの様に 

垂れ流してしまえばお金は貯まりません。「毎月 3万円を節約したい」と思っていたとします。 

でも、ただ数字だけを見て 3万円を切り詰めるのは苦しくなりますよね。 

そんなときは 3万円を貯めてどうしたいのかを考えてみましょう。 

月 3万円×12月×10年＝360万円 

月 3万円×12月×20年＝720万円 

月 3万円×12月×30年＝1,080万円 

10年後 300万円以上貯まった資産を何に使いますか?それとも 30年後 1,000万円以上貯めて 

老後の資産にしますか?お金は貯めることも大切ですが、貯めてどう使っていくのかも 

同じくらい大切なことです。「○○を実現するために今は節約を頑張る」というモチベーションで 

節約をすれば、節約も楽しくなるはず。 

新年は将来の目標を考える良い機会です。 

あなたはお金を貯めて何を実現したいですか? 

住宅ローンを借りるとき、固定金利か変動

金利か迷いますよね? 

では、変動金利で借りる方は何％くらい 

いるのでしょうか? 

 

１ 73.9％ 

２ 60.1％ 

３ 45.2％ 

 

 

（答えは裏面にあります！） 

1月はお参りに行く機会が増えますが、 

縁起の良いお賽銭の金額をご存知でしょうか。

実は 10円は「遠縁（とうえん）」と 

読みあまり縁起が良くないそうです。 

小銭の中で 1 番高い 500 円も「これ以上効果

（硬貨）がない」と言われているそう。 

一般的な 5 円（ご縁）以外に、11 円（いい縁）、

20（二重に縁）、 

41円（始終いい縁）等が 

縁起の良いお賽銭と 

言われています。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公的保険制度、会社員と自営業の違い 

株式会社 ライフアーキテクチャ 

東京都八王子市長房町１０３８ TEL042－665-7321 

資産形成のご相談は、お電話、又は HPのお問い合わせから 

日本の場合、会社員・公務員などの雇用者と自営業者とでは、加入する公的保険の種類や 

保障内容が異なります。万が一の時に会社員はかなり守られているのに対し、自営業者は 

最低限の保障しかありません。また自営業者の場合、専業主婦の妻や扶養する子供も各自     

国民健康保険に加入する必要があり、業務上の病気やけが、失業時などの補償もありません。 

以下の表でご自身の保障内容を確認してみてくださいね。 

 

 会社員・公務員など 自営業者など 

病気・けが 
療養の給付、高額療養費、家族療養費、 

出産手当金、傷病手当金など 
療養の給付・高額療養費など 

老後 老齢厚生年金＋老齢基礎年金 老齢基礎年金 

死亡 遺族厚生年金＋遺族基礎年金など 遺族基礎年金など 

障害 障害厚生年金＋障害基礎年金、障害手当金 障害基礎年金 

失業 

休業 

雇用保険によりカバー、失業給付金、 

再就職手当、教育訓練給付金、 

育児休業給付金、介護休業給付金など 

― 

業務上の 

けが・病気 

労災保険によりカバー、療養給付、 

休業給付など 
― 

 

新年あけましておめでとうございます。 

 

今年も身近なお金に関する情報を発信していき

ます。少しでも皆様のライフプランの参考になれ

ば幸いです。 

 

1月 4日（水）は大発会（だいはっかい） 

大発会とは証券取引所の年始、最初の取引日

です。ちなみに 2022 年 1 月 4 日の日経平均 

株価は 29,301円でした。 

 

正解：１ 

 

住宅金融支援機構の 2022年 4月調査では

変動型が 73.9％、固定期間選択型が 17.3％、

全期間固定型が 8.9％です。 

変動型は金利上昇リスクを 

自身が負うということは 

忘れないでくださいね。 


